
第１号様式
令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名

代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金交付申請書

　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第５条の規定に基づき、下記のとおり国庫補助金を交付されるよう、その他関係書類を添えて申請します。

記

交付申請額　　　　　　　　　　　　円

　　添付書類

１．事業計画書　第２号様式

２．収支予算書　第３号様式（都道府県が申請者の場合のみ）

２．応募団体の概要　第４号様式（都道府県以外が申請者の場合のみ）
３．銀行口座情報

担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　）
第２号様式
令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金事業計画書

１．補助事業名称

２．補助事業の完了予定日

令和　　年　　月　　日

３．経費

単位（円）

	区　　　　分
	補助対象経費

A
	補助率

B
	交付申請額

（A×B）C
	特記事項

	教員免許管理システム開発費
	
	10/10
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	


注１）　補助対象経費については、下記のとおりとする。
全国規模でネットワーク化した教員免許管理システムの構築及び運用にかかる諸経費

注２）　教員免許管理システムの開発の概要及び計画が分かる資料（A４、様式任意）を審査要領の選定基準に留意の上作成し、添付すること。
第３号様式

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金収支予算書

歳　入

	款
	項
	目
	金　　額

	 国庫支出金


	国庫補助金


	教員免許管理システム開発費補助金


	             円



	
	
	
	


歳　出

	款
	項
	目
	節
	金　　額
	説　　明

	教育費


	
	
	
	円


	円




（注）１　歳出の部の「項」、「目」及び「節」の欄には、教員免許管理システム開発費補助金に係る補助事業を実施するために計上した歳出科目のそれぞれの区分により記入すること。

２　「説明」欄には、教員免許管理システム開発費補助金に係る補助事業のための歳出額を記入すること。

令和　　年　　月　　日提出　又は、（確約の場合）

令和　　年　　月　　日議決　上記予算案を次期　 月議会に提案することを確約します。

上記のとおり相違ないことを証明する。

令和　　年　　月　　日　　　　都道府県知事氏名
第４号様式
応　募　団　体　の　概　要
（令和　　年５月１日現在）
	（ふりがな）
	
	代表者職名
	

	団 体 名
	
	代表者氏名
	

	所 在 地
	〒
	電話番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	団体設立年月
	年　　　月
	団体構成員（会員）数
	人
	事務局従事者数
	
	人

	組織構成
	

	沿　　革
	

	活動目的
	

	令和　年度の事業予定
	自主事業：


	
	受託事業：


	財政状況
	年度
（　）は西暦記載
	　　年度（　　年度）
	　年度（　　年度）
	　　年度（　　年度）

	
	総 収 入
	　
	千円
	　
	千円
	　
	千円

	
	総 支 出
	　
	千円
	　
	千円
	　
	千円

	
	当期損益
	　
	千円
	　
	千円
	　
	千円

	
	累積損益
	　
	千円
	　
	千円
	　
	千円


注１）本様式は、直近の５月１日現在の状況を記載すること。

注２）財政状況欄は、直近の３年間の状況を記載すること。

注３）事業実施主体の体制、財政基盤及びこれまでの実績を明らかにする資料（要覧，会社案内，財務諸表，定款等）を別途提出すること。
第５号様式

第　　　　　　　　　号

令和　　年　　月　　日

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金交付決定通知書

申請団体名
　令和　　年　　月　　日付け令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金交付申請書で申請のあった標記補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、法第８条の規定により通知します。

　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学大臣　　　　　　　　　　　　
記

１　この補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金交付申請書記載のとおりとする。

２　補助対象経費及び補助金の額は次のとおりである。ただし、補助事業の内容の変更により補助対象経費が変更された場合における補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

	補助対象経費
	補助金の額

	円
	円


３　補助事業は、交付決定を受けた年度の末日までに完了しなければならない。

ただし、やむを得ない事情のため交付決定を受けた年度の末日までに完了することができない場合で、あらかじめ文部科学大臣の承認を受けた場合はこの限りではない。

なお、上記の期間延長承認申請書（第９号様式）は、交付決定を受けた年度の３月１０日までに提出しなければならない。

４　補助金の確定額は、補助対象経費の実支出額と、補助金の交付決定額（変更されたときは、変更後の額）とのいずれか低い額とする。
５　補助事業者は、法、法施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び「教員免許管理システム開発費補助金要綱」の定めに従わなければならない。
担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第６号様式

　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名
代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金事業内容等
変更承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　号で交付決定を受けた令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金について、事業の内容を変更したいので、教員免許管理システム開発費補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．補助事業名称
２．交付決定額

３．変更内容
４．変更の理由

５．その他

 （注）１．別紙として、当初の事業計画書を訂正したものを添付すること。
担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第７号様式

令和　　年　　月　　日

文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名

代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る事業の

中止（廃止）承認申請書

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金について、事業を中止（廃止）したいので、教員免許管理システム開発費補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１．補助事業名称

２．当該年度の補助対象経費執行状況
①補助対象経費の額（うち補助金交付決定額）

②執行済額

③未執行額
３．事業中止（廃止）原因の発生年月日及びその理由

４．事業の中止（廃止）後に講ずる措置

５．その他

担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第８号様式

令和　　年　　月　　日

文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名

代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る事業遅延報告書
令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金について、教員免許管理システム開発費補助金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記
１．補助事業名称

２．補助事業の内容及び進捗状況

３．遅延理由

４．遅延に対して講じた措置

５．今後の対応

６．その他

担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第９号様式

令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名
代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る補助事業の
期間延長承認申請書

　令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金として交付決定を受けた下記事業について、年度内に事業を完了することができなくなったため、期間を延長したいので、教員免許管理システム開発費補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
１．補助事業名称

（注）１．別紙として、当初の事業計画書を訂正したものを添付すること。
２．交付決定通知書の文書番号及び交付決定日

３．当該年度の補助対象経費執行状況

①補助対象経費の額（うち補助金交付決定額）

②執行済額

③未執行額

４．延長後の事業の完了予定日
令和　　年　　月　　日
５．延長の理由

６．その他

担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第１０号様式

令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名
代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る事業の実施状況報告書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１２条の規定に基づき、標記補助金に係る事業の執行状況を下記のとおり報告します。

記

令和　　年　　月　　日現在

	補助事業名
	 交付決定額

A
	 支出済額

B
	支出予定額


	支出完了予定日


	 B/A×100



	
	円


	円


	円


	月　　日


	％



	
	
	
	
	
	


担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第１１号様式

令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名
代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る実績報告書

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１４条の規定に基づき、別紙のとおり事業の実績を報告します。

担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
別紙

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

１．補助事業名称 

２．補助事業実施期間
　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
３．補助事業の実績等
（単位：円）

	教員免許管理システム開発費


	交付決定額

①
	補助対象経費
	①と②のいずれか低い額



	
	
	支出済額
	支出予定額
	計

②
	

	教員免許管理システム開発費
	
	
	
	
	

	合　　計


	
	
	
	
	


担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第１２号様式

令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名
代表者職名・氏名

国の会計年度終了に伴う実績報告書

　さきに、国庫補助金の交付の決定を受けた下記事業については、国の会計年度内に補助事業が完了しておりませんので、別紙関係資料を添えて下記のとおり報告します。

記

	補 助 事 業 名
	教員免許管理システム開発事業

	事　業　細　目
	交 付 決 定 額
	未 完 了 の 理 由

	
	円


	

	計


	円


	

	
	
	


担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
別紙

国の会計年度終了に伴う実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

	交付決定年月日
	令和　年　月　日
	交 付 決 定 額
	円

	事業完了予定年月日
	令和　年　月　日
	補助対象経費
	円

	補助事業の進捗度合い
％
	執行済額
円（　　　％）
	未執行額
円（　　　％）

	翌

年

度

事

業

計

画

の

概

要


	

	備

考


	

	
	


担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第１３号様式

令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名

代表者職名・氏名

　　令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る消費税等仕入控除額確定報告書

令和　　年　　月　　日付　　　第　　　号で補助金の交付の決定を受けた標記事業について、教員免許管理システム開発費補助金交付要綱第１４条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記
１．補助事業名称

２．補助金の額（交付要綱第１３条第１項による額の確定額）　　　　　　円

３．補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　円

４．消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　円

５．補助金返還相当額（上記４から３の額を差し引いた額）　　　　　　円

　　（注）別紙として返還額に係る積算の内訳を添付すること。

担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第１４号様式

令和　　年　　月　　日

　　文 部 科 学 大 臣　　殿

団体名
代表者職名・氏名

令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金に係る知的財産権報告書

教員免許管理システム開発費補助金による事業で得られた成果に係る知的財産権について、教員免許管理システム開発費補助金交付要綱第１６条の規定により、下記のとおり報告します。

記

　１．事業名称

　２．知的財産権の取得状況

	 知的財産権の内容


	発明者等


	権利者


	知的財産権の

種類、番号
	出願年月日


	取得年月日



	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


３．該当知的財産権の取得に係る補助金の交付状況

４．その他
担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
第１５号様式
令和　　年度教員免許管理システム開発費補助金調書

                                                                                         都道府県名

	国
	地　方　公　共　団　体
	備　考


	歳出予算科目

	交　付
決定額

	補助率

	歳　　入
	歳　　　　　　　　　出
	

	
	
	
	国庫支出金

	 予算現額

	収入済額

	科　目

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	予算現額

	うち国庫補助金相当額
	支出済額

	うち国庫補助金相当額
	翌年度
繰越額
	うち国庫補助金相当額
	

	（項）
学校教育振興費
（目）
教員免許管理システム開発費補助金

	
	
	(款）
国庫支出金
(項)
国庫支出金
(目)
(節）

	
	
	(款）
　　教育費
(項)
(目)
(節）

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　「歳入科目」の欄の目・節及び「歳出科目」の欄の項・目・節は、地方公共団体の予算書及び決算書における当該補助金の計上科目を記入すること。

２　「予算規模」は、歳入にあっては当初予算額、追加更正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、追加更正予算額、予備費支出額、流用等増減額等の区分を明らかにしておくこと。

３　当該補助金に係る「額の確定」を受けたときは、備考欄に確定額を記入すること。
担当者所属・氏名・連絡先（　　　　　　　　　　　　　　　）
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